






















































第3章では､国際会計基準委員会(International Accounting Standard Committee,以下
lASCと略す)や財務会計基準審議会(Financial Accounting Standards Board,以下FASBと
略す)における公正価値(fair value)の議論に先立つ形で､米国証券取引委員会(Securities
Exchange Commission,以下SECと略す)が通牒33-5608 (SEC 1975b)によって取替原価
(replacement cost)の開示を要求した意義について検討した｡この通牒に対して寄せられたコメ







で報告することを求めるFASB提案､ ｢予備的見解｣ (FASB 1999)を取り上げた｡当該提案に対















のか､全面公正価値の論拠はどこにあるのかを､ IASC､ FASB､ Joint Working Group of
standard-Setters (JWG)等の基準書によりながら､解決を要する問題点等を指摘した｡
最後に､資産再評価の実務から､歴史的原価主義へ､さらに公正価値評価への会計基準の歴史的
な展開をヾ経営者の機会主義的裁量行動とそのコントロールの視点から総括した｡
3.結論
本論文で考察した3つの時代の議論は､それぞれの時代の異なる背景によ-て必要とされた時価
の議論だったのであって､連続性のあるものとは言えない｡また時価が必要とされた資産項目も異
なっていた｡金融危機で混乱した証券市場を立て直す過程で直前のディスクロージャー制度をスケー
プゴートにして直前の会計基準の見直しが主張されてきた､とする見方も存する｡しかしその反面､
それぞれの時代､利用者に要請される価値ある情報を提供するべく､また､経営者の裁量行動を抑
制する側面を持ちつつ会計制度は変革をしなから現在に至-ているとする見方もできると考えられ
る｡
後者のように捉えると､会計基準は､経営者が会社の運営や資産処分の権限において､他の利害
関係者の犠牲の上に自分たちの利得をとることを抑制してきた､とも考えられるのである｡ある時
期には原価が､ある時期には時価が評価基準として会計基準の中に取り入れられてきたが､どちら
も経営者の機会主義的な裁量行動を抑制する意味では同じ効果を期待されていたと考えられる｡
この点で､金融商品に時価基準を取り入れた日本の会計基準が､経営者の裁量行動を抑制した可
能性を否定できないことを実証できたと考えるo
論文審査結果の要旨
本研究の目的は､財務開示制度を支える会計基準の流れを念頭に置きながら､資産の評価の基準
が1940年代の取得原価主義から時価､公正価値へと変遷する理由を時代背景と経営者の裁量行動の
コントロールの視点から説明しようと試みたものであるo採用されたリサーチデザインにユニーク
さがみられる｡会計研究者には､なじみの薄い判例研究､会計基準の改訂時に公開草案に寄せられ
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た意見の数量化分析を用いた特質の解明､そして開示されている財務諸表データを用いた実証分析
にわたる方法がとられている｡
財務諸表は､事実と慣習と判断の総合的所産である､と言われる｡この場合の判断とは､経営者
に認められた会計上の判断であり､いわゆる粉飾決算(違法)とは違うものである｡この判断のこ
とを近年では裁量行動と呼ぶことが多い｡その点で期間損益計算の結果としての利益数値は､経営
者の意見であると呼ばれ､ 1990年前後から利益調整Earnings Managementとして多くの会計研
究者が取り組んできた研究テーマである｡本研究で筆者が注目したことは､会計基準の長い歴史を
みたときにどうして評価基準が変遷するのかであった｡評価基準は画一的なものではなく､その背
景や時代を反映して変わるものである｡たとえば､筆者が取り上げた判例では､ 1940年代､取得原
価主義全盛時代であったにもかかわらず､米国の裁判所は時価による配当を認める判決を出した｡
その一方､インフレーションがあった1960年から70年代にかけて､水増し利益による配当を避けよ
うと､物価水準変動会計や時価が提唱されたにもかかわらず､公開草案に対する意見の大半は時価
に対して懐疑的であった｡これらを筆者はユニークな方法で明らかにするとともに､公正価値の評
価基準の導入によりある特定の資産を用いた裁量行動がコントロールされたことを実証的に明らか
にした｡
評価基準の変遷の背後に一貫した会計の哲学が存在すること､またその哲学が会計基準を通して
実現されていることを実証的に解明した点で本研究は評価できる｡よって､本論文は博士(経営学)
論文として合格と判定する｡
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